
　

針
生
地
区
で
水

　

力
発
電
事
業
を

予
定
し
て
い
た
、
日
本
工

営
㈱
が
撤
退
し
た
理
由

と
、今
後
の
町
の
考
え
は
。

　

町
税
や
水
道
料

　

な
ど
の
事
務
処

理
で
は
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

へ
の
依
存
度
が
高
く
な
っ

て
い
ま
す
。

　

合
併
か
ら
５
年
ご
と

の
、
行
政
運
営
に
関
係
す

る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
使
用

料
な
ど
の
決
算
額
は
。

町長＝送電網の強化や発電事業者に対する支援を強く要望

針生地区の水力発電事業、今後の対応は

問町
長
＝
コ
ス
ト
の
圧
縮
を
検
討

行
政
運
営
コ
ス
ト
の
再
検
証
を

　

左
表
の
と
お

　

り
で
す
。

町
長

  

湯
田　
　

哲　

議
員

町政を問う
一 般 質 問

　

本
年
４
月

　

に
、
日
本
工

営
㈱
が
東
北
電
力
㈱
に
対

し
て
系
統
連
係
を
事
前
に

相
談
し
た
と
こ
ろ
、
当
地

域
で
は
送
電
網
の
容
量
に

余
裕
が
な
い
た
め
、
現
時

点
で
の
事
業
実
施
は
不
可

能
と
い
う
理
由
で
す
。

　

町
は
、
国
や
県
に
対
し

て
送
電
網
の
強
化
や
発
電

事
業
者
に
対
す
る
支
援
な

ど
の
要
望
を
今
後
も
継
続

し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
施
策
の
衰
退
阻
止
に

取
り
組
み
ま
す
。

問
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町
長

　

50
キ
ロ　
ワ
ッ
ト

以
下
の

　

小
規
模
水
力
発

電
は
可
能
で
す
。

　

町
内
の
民
間
事
業
者
か

ら
、
参
入
計
画
が
あ
っ
た

場
合
の
対
応
は
。

問

　

こ
れ
ま
で
同

　

様
に
、
積
極

的
に
支
援
し
ま
す
。

町
長

行政運営関係コンピューター使用料決算額

年度 管理料 リース料 ソフトウェア使用料

18 年度 1,134 万円 3,609 万円 2,475 万円

23 年度 1,665 万円 2,928 万円 2,731 万円

26 年度 1,288 万円 3,834 万円 3,536 万円

　

コ
ン
ピ
ュ
ー

　

タ
ー
化
に
よ
る

便
利
さ
と
コ
ス
ト
の
バ
ラ

ン
ス
を
考
え
、
ソ
フ
ト
会

社
へ
の
依
存
度
を
少
し
で

も
減
ら
す
た
め
の
検
討
や

研
究
が
必
要
で
は
。

問
　

ソ
フ
ト
会
社

　

で
独
自
の
シ

ス
テ
ム
開
発
が
進
み
、
他

社
で
の
改
修
や
運
用
保
守

が
で
き
ず
、
費
用
が
増
加

し
て
い
ま
す
。

　

現
在
、
国
は
こ
の
よ
う

な
事
態
を
回
避
す
る
た

め
、
行
政
関
連
ソ
フ
ト
に

対
す
る
デ
ー
タ
型
式
の
統

一
化
な
ど
の
ル
ー
ル
づ
く

り
を
し
て
い
る
た
め
、
町

も
そ
の
適
否
を
見
極
め
な

が
ら
、
経
費
の
圧
縮
に
努

め
ま
す
。

町
長

　
そ
の
他
の
質
問
　

　
・
高
杖
の
ボ
イ
ラ
ー
問
題
、
山
形
県
最
上
町
か
ら
学
べ
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